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「 あの日、途切れた情報… 」

総務省　東北総合通信局
東日本大震災復興対策支援室長　白石 昌義

（震災当時：総合通信基盤局電波政策課周波数調整官）

当時の情報伝達の状況

　平成 23 年 3 月 11 日、東日本大震災発生後、被災地
における情報通信システムは、震災・津波による設備
の損壊・流失、ケーブルの断線、電源の喪失などによ
る通信回線の途絶、さらに平常時の数十倍に及ぶトラ
ヒックの急増による通信の輻輳が発生した。そのため、
住民の方々への情報伝達、被災者の安否確認、被災状
況の迅速な把握、被災者救援・救難、医療活動、生活
支援など、非常に広範な場面で支障を来す事態となっ
てしまった。
　東日本大震災からの復興は、その後、着実に進展し
ているが、未だに約 17 万 8 千人（※）の方が全国の避難
先で生活されている。

（※復興庁公表資料より：平成 28 年 1 月 14 日時点）

国内外からの支援

< 支援受入れの対応 >
　震災発生直後から、情報通信システムを活用した支
援の申し出は、国内外の数多くの機関からなされた。
このため、総務省（本省・総合通信局）における無線
局の免許・周波数割当の担当部署では、職員が 24 時間、
いつでも、交代で対応できる体制を構築し、続々と持
ち込まれる要請・相談に対して、臨機の措置による対
応に追われた。
　要望の中には、日本国内での電波の利用状況から、
干渉を生じる可能性が極めて高く、持ち込まれる機材
の仕様の調整・変更が必要なケースもあった。また、

一部には他のシステムと周波数帯を共用するため、シ
ステム本来の性能を十分に発揮することができない、
あるいは実際に使用することが叶わなかったシステム
も僅かながら存在していた。
　東日本大震災が、太平洋側で発生し、隣接する国と
の電波干渉等の可能性が比較的少ない地域であって
も、このような状況であった。万一、災害が隣接する
国で使用されるシステムとの十分な干渉検討を行うこ
とが必要である日本海側等で発生した場合にどうなっ
ていたか、様々なケースをも想定して、将来に向けた
柔軟・迅速な対応に備えることが必要である。

【臨機の措置の概要】
　総務省は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大
震災に対応するため、以下のように電話等により無線
局の開設・変更を認める「臨機の措置」を実施した。

2011 年 3 月 28 日　宮城県名取市閖上地区にて撮影

図 1　�東日本大震災に伴う無線局の「臨機の措置」の状況に
ついて（発災以降の措置の要請状況推移）

～ 今後に“つなぐ”ために！ ～
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　❖�平成 23 年 5 月 20 日までに措置の対象となったの
は約 6,300 局。新規開設が多いが、被災地への移
動範囲拡大等の変更も全体の約 25％。

　❖�局種については、約半数が陸上移動系の無線局。
衛星地球局（衛星携帯含む）、簡易無線局も多数。

　❖�衛星地球局には、海外から提供された外国衛星向
けの衛星携帯電話も多数含まれる。

　❖用途としては、通信事業用が全体の約 20％。
　　他の大半は公共業務用。

＜支援にあたっての備忘録＞
　東日本大震災のような広域大規模災害の場合には、
通信システム単独の視点だけではなく、電源の喪失・
停電の想定を促すこととなった。そのため、非常用電
源・電源用燃料確保についても配慮することが求めら
れる。
　通信システム支援を行う際も、稼働させるための電
源の供給がない、非常用電源としての発動発電機の支
援を行なおうとしても稼働させるための燃料確保がで
きないなど、支援開始の初期段階において、基本的ポ
イントに配慮できていないケースも散見され、この点
を忘れてはならない。
　また、緊急・広域災害対応を目的として、公共業務

用途に多くの電波（周波数）が臨時に割り当てられた
が、災害復旧現場における連携支援等（運用面）の課
題などから、必ずしも有効に活用・機能できない点が
生じた。その「現場の声」が存在していたことも、決
して忘れてはならない。
 

復興復旧に向けた進歩状況

＜ ICT 基盤整備による復興街づくりへの貢献及び
ICT 基盤の復旧（進捗状況）＞
　東日本大震災からの復興は、着実に進展しているが、
未だに多くの方々が震災前の生活に戻ることはできて
いないのが現実である。本格化する防災集団移転や土
地区画整理、生活拠点整備等の復興街づくりに合わせ
て、テレビやラジオの受信環境改善等の ICT 基盤の
整備が進められている。
　以下進歩の状況である。

（１）被災地域情報化推進事業（地上デジタル放送受
信環境整備）
　被災 3 県において、高台等への移転を含む復興街づ
くりを行う地区のうち、現地調査等により確認された
地上デジタル放送の難視地区は全 186 地区。
　このうち、113 地区が本事業で対策済み、32 地区が
他財源で対応済みで、対策割合は 78％。

（２）情報通信基盤災害復旧事業
　被災 3 県において、被災した情報通信基盤の復旧事
業を要する市町村の事業数は全 27 事業。
　このうち、14 事業で復旧事業が完了、11 事業が着
手済みで、対策割合は 93％。

 ＜東北地域医療情報連携基盤構築事業＞
　ICT を活用した、災害に強い、医療健康情報連携
基盤を整備し、被災県における切れ目のない医療提供
体制の復興を目指す。具体的には、被災県において、
地域医療圏の中核的医療機関、診療所、薬局、介護施
設等の保有する患者・住民の医療・健康情報を、安全

表 2　�ICT 基盤整備による復興街づくりへの貢献及び ICT 基盤
の復旧（進捗状況）

図 2　東日本大震災の際の通信手段

表 1　東日本大震災と ICT
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かつ円滑に記録・蓄積・閲覧するための医療情報連携
基盤の構築を支援していく。

＜耐災害性の強化＞
（１）システム毎の強靭化
　震災で明らかとなった情報通信ネットワークの課
題・教訓を踏まえ、各通信・放送事業者は、バッテリー
の長寿命化などの電源対策の強化、沿岸部の通信施設
の高台への移転、中継伝送路の多重化などの信頼性向
上、衛星エントランス設備の配備、小ゾーン・大ゾー
ン基地局の併設など、情報通信ネットワークの強靭化
に向けた様々な取組が着実に進められている。

（２）情報通信システムの多様化・重層化
　災害時の来訪者（外国人を含む）や住民の安全を確
保するため、災害関連情報が確実かつ迅速に入手等で
きることが重要であり、防災拠点における耐災害性の
高い公衆無線 LAN 環境の整備が不可欠。
　このため、観光・防災 Wi-Fi ステーション整備事業
により、地方公共団体等を支援していくことが重要と
考えている。

図 5　住民への情報伝達手段図 3　【参考】通信事業者による取組

（MDRU：Movable and Deployable Resource Unit）
図 4　移動式 ICT ユニット（MDRU）

（被災地におけるスマホの通信確保）

表 4　東日本大震災を踏まえた ICT の耐災害性強化

図 6　観光・防災 Wi-Fi ステーション整備事業

表 3　東北地域医療情報連携基盤事業（進捗状況）
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　深刻な災害（地震、台風、豪雨、竜巻等）が
頻発し、南海トラフ巨大地震・首都直下地震等
の大規模災害発生の可能性が指摘されているこ
とを踏まえ、放送ネットワークの強靱化を推進
し、住民が地方公共団体等から災害関連情報等
を確実に入手できるような環境を構築していく
ことが重要と考えている。
　総務省では、災害発生時やその復興局面等に
おいて、公共情報を発信する自治体・ライフラ
イン事業者などと、それを伝える放送事業者・
通信事業者を結ぶ共通基盤である「L アラート（災
害情報共有システム）」の普及を促進している。
　このシステムは、全国の情報発信者が発信し
た情報を地域を越えて全国の情報伝達者に一斉
に配信できるので、住民は テレビ、ラジオ、携
帯電話、ポータルサイト等の様々なメディアを
通じて情報を入手することが可能になる。

< 大規模災害時の非常用通信手段の在り方
に関する検討 >
～ＩＣＴによる災害医療・救護活動の強化
に向けて～
　災害時に国民の生命・身体を守る災害医
療・救護活動については、活動の迅速化・
効率化を目指してクラウド型業務システム

（広域災害救急医療情報システム（EMIS）等）
の導入が進められているが、ICT 化の進展
に伴い、災害医療・救護活動の通信ネット
ワークへの依存度が増大してきている。
　震災の教訓を踏まえて、携帯電話等の電
気通信サービスの途絶・輻輳対策が行われ
ているが、災害時に医療・救護活動の「情
報伝達・共有体制」を維持するためには、
より確実に通信が可能となるように非常用
通信手段を確保しておくことが不可欠と
なっている。
　また、通信途絶時に備えた非常用通信手
段の在り方は、国の防災基本計画や各都道
府県の地域防災計画等で明確化される必要
があるが、災害医療・救護活動のための非
常用通信手段やその運用ルール等は具体化
が遅れている状況にある。
　このため、総務省では平成 27 年 12 月か
ら研究会を開催し、災害時の携帯電話等の
途絶・輻輳を想定して、災害医療・救護活
動に不可欠な非常用通信手段の在り方等に
ついて検討することとした。

図 7　放送ネットワークの強靭化

図 8　災害時等の情報伝達の共通基盤（L アラート）の概要

図 9　�大規模災害時の非常用通信手段の在り方に関する研究会検討対象イ
メージ
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＜地域における連携体制の構築＞
～「みちのく ALERT」～
　東北地域においては、陸上自衛隊東北方面隊が中心
となって、防災実働体制を構築し、訓練を実施している。
　自治体及び関係機関なども多数参加して、自衛隊と
の連携を図り、防災体制の充実、強化を図る機会とし
ている。東北方面隊では、この「みちのく ALERT」
を自らの訓練のみではなく、地域防災計画等の検証な
どでの活用も想定している。
  これまで、平成 20 年「みちのく ALERT2008」、平
成 26 年「みちのく ALERT2014」を開催（米軍、豪
軍も参加）してきている。
　その成果を踏まえ、平成 30 年には「みちのく
ALERT2018」を計画されており、この地域全体の連
携体制の中で、災害発生時の救護現場等での情報通信
の課題や新しい技術の活用について、東北総合通信局
が中心となって検討を推進することとしている。

むすびに

　情報通信に携わってこられた多くの関係者の方々
が、「あの日」を繰り返さないようにするため、今後
起こりうる大規模災害に際し、100 点満点を取ること
は難しいとしても、少しでも“失点”の少ない対策を
講じるため、それぞれの立場で日々取り組んでいる。
　そうした中でも、通信技術の進化と速度を競うよう
に、被災地を含む東北地域全体の高齢化は急速に進ん
でおり、高齢者や避難困難者の方々を支援するための
情報伝達手段を含めた、包括ケアの枠組みの構築・運
用が地域における喫緊の課題となっている。
　今後は、通信基盤・システムの整備ばかりでなく、

地域における情報・力の“全てをつなぎ合わせて”
連携できる枠組（体制）を作り上げることが必
要である。
　❖災害時に役立つものは多様化
　　従来から：ラジオ、防災無線、無線機等
　　これから：�スマートフォン、無線 LAN、SNS 等
　　▲ �ICT（情報通信）の耐災害性は、着実に強

化されているが、あらゆる災害に対し“完璧”
＝“100 点満点”に対応することは困難

　　▲�地域の特性・状況に応じ、時宜にかなっ
た多様な選択が必要

　   ▲�災害の状況に応じ、ICT を有効活用する地
域の力、地域の関係者（体制、人）の連携
が重要

（私感・雑感）
　自分自身、社会人となって情報通信関係の仕事に携
わり、震災前には「通信の手段は、いざと言う時のお
守り代わりだから、携帯電話を…」と親族に胸を張っ
て説明していたことを決して忘れはしない。
　しかし、「あの日」に限っては、お守りになること
は叶わなかった。もし、情報・通信が途切れなければ、
幾人の方が救われたか…。
　震災直後、一個人として、津波で被災した親族の仮
埋葬に臨み、その場で記録写真を撮影されている方々
に対して、強い憤りを感じたことを記憶している。
　その後、多くの方々から様々なお話しを伺い、様々
な課題対応に携わる中で…こうした記録を今後に“つ
なぐ”ことの大切さも、ゆっくりとは理解できるよう
になっている。また、当時、撮影されていた方々の心
中を察することもできるようになってきている。
　現在、被災地における「震災遺構」の“保存”と“解
体”の方向性が大きな課題となっている。大切な家族・
友人を亡くされた方、震災による被害を決して忘れては
ならないと考えられる地域の方々、それぞれの想いがひ
とつになることは容易なことではないものと考える。
　ただ、意見の対立ではなく、様々な意見を受け止め
ることによって、「あの日」を二度と繰り返さないよ
うにするため、それぞれが納得できる方向性が得られ、
将来に“つなぐ”ことができるようになることが望ま
れる。
　私たちが経験した様々な事象を振り返り、ICT を
活用することによって、「あの日」を二度と繰り返す
ことのないよう、今後に“つなぐ”ため努めることが
責務であり、少しでも貢献できればと考えている。

表 5　みちのく ALERT 自治体等参加一覧


